
（第５３期）

 貸　 借　 対　 照　 表
（２０２５年３月３１日現在）

旭化成ホームズ株式会社
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

百万円 百万円
( 148,057  )

流　動　資　産 92,516 流　動　負　債 109,054

現 金 及 び 預 金 660 13,359
売 掛 金 7,922 22
契 約 資 産 15,654 11,065
製 品 6,245 25,336
仕 掛 品 4,665 6,591
貯 蔵 品 684 1,411
前 払 費 用 2,736 43,869
未 収 入 金 3,316 3,506
短 期 貸 付 金 48,810 2,866
立 替 金 1,113 563
そ の 他 717 432
貸 倒 引 当 金 △ 5 33

固　定　資　産 205,753 固　定　負　債 39,003

有　形　固　定　資　産 36,050 34
建 物 18,317 36,565
構 築 物 333 544
機 械 及 び 装 置 8,353 1,604
車 両 及 び 運 搬 具 80 255
工具、器具及び備品 3,166
土 地 2,092
リ ー ス 資 産 52 ( 150,213  )
建 設 仮 勘 定 3,657

株　主　資　本 149,847  
無　形　固　定　資　産 12,597

ソ フ ト ウ ェ ア 12,289 資　　本　　金 3,250    
そ の 他 308

資 本 剰 余 金 1,283    
投 資 そ の 他 の 資 産 157,105 1,283    

投 資 有 価 証 券 4,056
関 係 会 社 株 式 125,455 利 益 剰 余 金 145,314  
長 期 貸 付 金 58 120      
長 期 前 払 費 用 4,056 145,194  
繰 延 税 金 資 産 16,081 別 途 積 立 金 7,100    
そ の 他 7,482 繰 越 利 益 剰 余 金 138,094  
貸 倒 引 当 金 △ 83 

評価・換算差額等 365      
その他有価証券評価差額金 365      

資　産　合　計 298,269 負 債 ・ 純 資 産 合 計 298,269  

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

未 払 費 用

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　

買 掛 金
リ ー ス 債 務
未 払 金

資 産 除 去 債 務

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
製 品 保 証 引 当 金
特 別 点 検 引 当 金
資 産 除 去 債 務
そ の 他

リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

預 り 保 証 金
そ の 他

　（　純 資 産 の 部　）　

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金
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（第５３期）

損　 益　 計　 算　 書

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

旭化成ホームズ株式会社

科　　　　目 　　金　　　　額

百万円

419,521

303,112

116,409

71,843

44,566

388

受 取 利 息 及 び 配 当 金 238

雑 収 益 150

856

支 払 利 息 6

事 業 再 編 費 用 570

雑 損 失 280

44,097

0

固 定 資 産 売 却 益 0

360

固 定 資 産 処 分 損 154

リ ー ス 資 産 処 分 損 51

関 係 会 社 株 式 評 価 損 155

43,737

13,474

△557

30,820

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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（第５３期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
子会社株式及び関連会社株式････････････････移動平均法による原価法
その他有価証券
   市場価格のない株式等以外のもの･･･････時価法（評価差額は全純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）
   市場価格のない株式等･････････････････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産
製品　･･･個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
仕掛品･･･個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品･･･個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）････定額法

（２）無形固定資産
                   ･･･････････　ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法
                   ･･･････････　その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産･･･････････　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････････

（２）製品保証引当金･･････

（３）特別点検引当金･･････

（４）退職給付引当金･･････

４．収益及び費用の計上基準

　債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上している。

　将来の製品保証費用の支出に備えるため、過去の補償工事費用発生実績
に基づき計上している。

　将来の特別点検費用の支出に備えるため、補修費用の見込額に基づき計
上している。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上している。
①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により費用処理している。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。

　当社は、戸建・集合住宅の建築工事の請負を主な事業内容としており、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することとしている。
　建築請負工事契約に関して、一定の期間にわたり充足される履行義務の要件を満たす場合には、一
定の期間にわたり収益認識することとしている。ただし、期間がごく短い工事の場合には、履行義務
が一時点で充足されると見做して、工事完了時に収益認識することとしている。
　履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想され
る工事原価の合計に占める割合に基づいて行っている。
　収益は、顧客との契約において約束された対価で算定している。
　なお、建築工事の請負における対価は、完全に履行義務を充足した時点から概ね１年以内に回収し
ており、重要な金融要素は含んでいない。
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５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用している。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等」の適用

（収益認識に関する注記）

（重要な会計上の見積りに関する注記）

１．市場価格のない非上場株式の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　
投資有価証券(非上場株式)
関係会社株式(非上場株式)

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額

２．偶発債務

保証債務
（１）住宅ローンを利用する購入者についての金融機関に対する債務保証 39,291百万円

（うち共同保証による実質他社負担額） 37百万円
（２）Erickson Framing Operations LLCの信用状に対する債務保証 882百万円
（３）NEX Building Group Pty Ltdの金融機関からの借入金に対する債務保証 12,407百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）短期金銭債権 51,367百万円
（２）長期金銭債権 7百万円
（３）短期金銭債務 14,354百万円
（４）長期金銭債務 11百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

（１）営業取引による取引高
売 　　　上 　　　高 2,785百万円
仕 　　　入 　　　高 86,993百万円
販売費及び一般管理費 1,341百万円

（２）営業取引以外の取引高 682百万円

33,651百万円

  市場価格のない非上場株式については、株式の実質価額（１株あたりの純資産額に所有株式数を乗じ
た金額）が取得原価に比べて50％程度以上低下した場合に、実質価額が著しく下落したと判断し、回復
可能性が十分な根拠により裏付けられる場合を除き減損処理を行うこととしている。また、これらの株
式について、会社の超過収益力等を反映して財務諸表から得られる１株当たり純資産額に比べて高い価
額で当該会社の株式を取得している場合、超過収益力等が見込めなくなったときには、これを反映した
実質価額が取得原価の50％程度を下回っている場合に、減損処理を行うこととしている。
  純資産額又は事業計画等に基づく将来のキャッシュ・フロー見通し等は、投資先の事業の状況や財政
状態等によって変動する可能性があり、変動した場合には、非上場株式の評価に影響を与える可能性が
ある。

1,540百万円
123,185百万円

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用している。
  法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基
準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第28号2022年10月28日）第65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってい
る。
  これによる計算書類に与える影響はない。

　収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）の「４．収益
及び費用の計上基準」に記載の通りである。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数
普通株式 650,000株

２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
 無配につき該当事項なし。

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2025年6月23日開催の株主総会において、次のとおり決議を予定している。

普通株式の配当に関する事項
（イ）配当金の総額
（ロ）配当の原資 利益剰余金
（ハ）１株当たり配当額 47,312円31銭
（ニ）基準日 2025年3月31日
（ホ）効力発生日 2025年6月23日

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金
子会社株式
未払賞与損金不算入額
製品保証引当金
未払事業税
特別点検引当金
棚卸資産評価損
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計

繰延税金負債
資産除去債務
固定資産圧縮積立金
その他
繰延税金負債合計

繰延税金資産（負債）の純額

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成立し、
令和８年４月１日以降に開始する事業年度から防衛特別法人税が課税されることとなった。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、令和８年４月１日に
開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％から31.5%となる。
　この税率変更による影響は軽微である。

81百万円
1,951百万円

23,204百万円

30,753百万円

11,522百万円
6,219百万円
1,874百万円

△348百万円

△6,776百万円
16,429百万円

△106百万円
△78百万円
△164百万円

878百万円
507百万円
172百万円

16,081百万円

　当社は、グループ通算制度を適用している。また「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及
び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税
の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

単位：百万円

貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額

（１）投資有価証券

（２）関係会社株式

（３）長期貸付金

（４）リース債務

（５）預り保証金

（※）負債に計上されているものについては、(   )で示している。

（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格によっている。

（２）関係会社株式

　これらの時価については、取引所の価格によっている。　これらの時価については、取引所の価格によっている。

（３）長期貸付金

（４）リース債務

（５）預り保証金

　当社は、余剰資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社と、子会社である旭化成
ホームズフィナンシャル株式会社に貸付を行っている。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。

　2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。
　現金は注記を省略しており、預金、売掛金、未収入金、短期貸付金、立替金、買掛金、未払金、未払
消費税等、未払法人税等及び預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記
を省略している。

　長期貸付金の貸借対照表計上額には、１年内回収予定の長期貸付金（貸借対照表計上額４百万
円）を含めて表示している。
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った利率で割り引いて算定する
方法によっている。

63 54 △ 9

(56) (61) △ 5

2,516 2,516 －

2,270 2,983 713

（注２）  投資有価証券のうち非上場株式(貸借対照表計上額1,540百万円)は、市場価格がないため、
       「（１）投資有価証券」には含めていない。

（注３）  関係会社株式のうち非上場株式(貸借対照表計上額123,185百万円)は、市場価格がないため、
       「（２）関係会社株式」には含めていない。

(1,604) (1,604) －

　リース債務の貸借対照表計上額は、流動負債のリース債務と固定負債のリース債務の合計額を表
示している。これらの時価については、元利金の合計額を新規にリース取引を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定する方法によっている。

　これらの時価については、預り期間を見積ることが出来る場合はその期間で割引計算を行ってい
る。
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

２．子会社及び関連会社等

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 231,096円17銭
１株当たり当期純利益金額 47,415円34銭

（重要な後発事象に関する注記）

１．取引の概要

（１）対象となった事業の内容
　旭化成不動産レジデンスの不動産開発事業

（２）会社分割日
　2025年４月１日

（３）会社分割の方式
　旭化成不動産レジデンスを分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分割（簡易吸収分割）

（４）会社分割に係る割当の内容

（５）その他取引の概要に関する事項

２．実施する会計処理の概要

種類 会社名
当該株式会社
の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者との関係

取引の内容

親会社
旭化成

株式会社
－ 100% 資金貸付

短期貸付金 29,805

利息の受取
（※1）

53 － －

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

資金貸付
（※1）

7,970

※3  価格取決書に基づいて、年度毎に取引条件を決定している。
※4  金融機関からの借入につき債務保証を行ったものであり、一定の料率に基づく債務保証料を受領
     している。

※1  グループファイナンスにおける貸付金利は、個別契約ごとに市場金利を勘案して決定している。
     なお、資金貸付の金額は、期首の貸付金残高と期末の貸付金残高との差額である。
※2  基本業務委託契約書に基づいて、半期毎に取引条件を決定している。

－

保証料の
受入れ
（※4）

25 － －

  取引条件及び取引条件の決定方針等　 

子会社
NEX Building
Group Pty Ltd

間接保有
81.9%

－
債務保証

役員の兼任

債務保証
（※4）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び
事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2019年１月16日）に基づき、
移転する資産及び負債については、共通支配下の取引として帳簿価額により移転している。

　当社は、2025年４月１日付で当社の子会社である旭化成不動産レジデンス株式会社（以下「旭化成不
動産レジデンス」）の不動産開発事業を吸収分割（以下「本吸収分割」）により承継した。

　当社グループは、不動産事業を中長期的な成長の柱の一つとして位置付けており、開発・仲介・賃
貸の３事業の更なる競争力強化及び事業特性に即した成長戦略の推進を目指している。そこで今回、
旭化成不動産レジデンスの不動産開発事業を当社に承継することで、グループ全体の経営資源を最大
限に活用し、競争力や戦略遂行力、意思決定のスピードを向上させていく。また開発事業の更なる発
展・拡大にふさわしいガバナンス体制への強化を目指す。

　本吸収分割は、当社と当社100％子会社である旭化成不動産レジデンスとの間で行われるため、本吸
収分割に際して、当社から旭化成不動産レジデンスへの株式の割当てその他対価の交付はない。

12,407 －

3,155

46,568 3,084

短期貸付金 19,000
直接保有

100%
－

資金貸付
役員の兼任

資金貸付
（※1）

－

通算税効果
額 6,916 未払金 6,916

利息の受取
（※1）

0 － －

旭化成ホームズ
フィナンシャル

株式会社

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）
種類 会社名

当該株式会社
の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者の議決権等
の所有割合

当該関連当事
者との関係

取引の内容

子会社

未払費用

子会社
旭化成住工
株式会社

直接保有
100%

－
部材の購入
役員の兼任

当社取引に
伴う買掛金
（※3）

34,566

子会社
旭化成ホームズコ
ンストラクション

株式会社

直接保有
100%

－
工事の発注
役員の兼任

当社取引に
伴う未払費用

（※2）

買掛金
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（資産除去債務に関する注記）

　当社は親会社である旭化成株式会社と「土地賃貸借契約書」を締結しており、当該土地賃貸借契約
書に基づき、契約終了時における原状回復義務を有している。
　しかし、当該土地は、2003年10月に親会社である同社が分社・持株会社制へ移行し住宅事業を当社
が譲り受けたことに伴い、同社グループの中核事業を当社が担うために同社より賃借したものであ
る。
　従って、同社より賃借している土地で営んでいる各事業の継続及び撤退の判断については、当社の
意思決定に加えて同社グループの総合的な判断も考慮して行われることから、資産除去債務の履行時
期及び履行時期の範囲と蓋然性を予測することは困難である。
　また、除去費用については、当該土地賃貸借契約に基づき、契約終了時の当該事業の継続及び撤退
の判断の経緯を踏まえて同社と協議の上原状回復義務を履行することとなるため、当社の負担する除
去費用の金額及びその発生確率を見積もることは困難である。
　これらの理由により、当該資産除去債務については決算日現在入手可能な全ての証拠を勘案し最善
の見積りを行っても履行時期の予測及び除去費用の負担額の見積りが困難であり、資産除去債務を合
理的に見積ることができないため計上していない。
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